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労働安全衛生法違反被疑事件に係る司法処理の迅速化について 

 

 

 司法処理の迅速化については、これまでも繰り返し指示されているところであり、

中でも労働安全衛生法違反被疑事件（以下「安衛法違反事件」という。）については、

捜査上特別の事情がない限り、原則として２か月以内に処理することとされていると

ころである（別添１参照）。 

しかしながら、平成 20 年に送致した安衛法違反事件のうち、重大な労働災害等の

発生を契機とするものをみると、労働災害等の発生から２か月以内に送致した事件は

全体の約１割に過ぎず、労働災害等の発生から送致までの期間の平均は約６か月と２

か月を大幅に超過している。 

司法処理の長期化は、証拠物の散逸、消滅、隠ぺいや関係者の記憶の希薄化により、

物的・人的証拠の確保が困難となり、必要以上の業務量を費やすなど的確かつ効率的

な捜査の実施という観点から様々な問題が生ずるほか、司法処理の長期化を放置する

場合には、その間に実施時期を限定した重点対象に対する監督指導に支障を生じるお

それがあるなど労働基準監督署（以下「署」という。）の適正な監督業務の運営に多大

な影響を及ぼすものであることから、司法処理の迅速化への取組は必要不可欠である。 

ついては、安衛法違反事件のうち、重大な労働災害等の発生を契機とする司法処理

の迅速化を徹底するため、これまでの指示に加え、初動捜査及び進行管理を重視した

処理を下記により行うよう、その的確な実施を期されたい。 

 

記 

 

秘  

有 ・ 無期限 

平成 21 年８月 18 日か ら 

平成 31 年８月 17 日ま  で  

1 0 年 保 存 



 

 

１ 集中的な初動捜査 

(1) 原則として、労働災害等の発生当日又は翌日に、想定される被疑条文及びその

構成要件に係る立証事項並びにそれに応じた聴取の対象者とその要点、実況見分

における証明事項の要点、収集すべき物証などに係る当面の捜査方針について、

組織的な検討を行うこと。その際、労働基準監督署長（以下「署長」という）等

の署管理者（以下「署管理者」という。）は捜査主任官に協力する要員の確保と

役割分担についても指示すること。 

(2) 上記(1)による捜査方針に基づいて行う、実況見分調書の作成や参考人からの

労働災害等発生状況等の聴取、作業記録等の証拠物の収集などの初動時の捜査は、

原則として労働災害発生後２週間以内に行うこと。 

特に、実況見分調書の作成に当たっては、捜査主任官以外の者が図面の作成を

行うなど役割分担することにより迅速化を図ること。 

(3) 署管理者は、捜査期間中は、捜査に必要な司法業務量を集中的に投入すること

とし、特に捜査主任官については、月別監督計画を臨機に見直し、原則として捜

査着手後の１か月に 10 人日以上を確保すること。 

２ 綿密な進行管理 

(1) 署管理者は、捜査主任官に対し、上記１(2)の初動捜査の２週間においては、

原則として毎日、それ以降は少なくとも１週間以内ごとに１回、捜査方針に照ら

した進捗状況及び当面の具体的な捜査内容の報告を求め、送致に向けた捜査上の

問題点について必要な指導を行うこと。また、指導した内容及び処理経過につい

て、別添２の事件指導簿を活用する等により記録すること。 

(2) 署長は、捜査着手後２か月を経過したものについては、捜査主任官を直接指揮

する等により自ら迅速処理に向けた重点的な指導を行うこと。また、指導した内

容及び処理経過について、別添２の事件指導簿を活用する等により履歴を記録す

ること。 

(3) 署管理者は、第４四半期中に送致する予定のものについては、送致予定日まで

に送致することに意を払い、後任者に引き継ぐことのないよう進行管理を行うこ

と。なお、捜査上特別の事情が生じ、やむを得ず引継ぎとなった場合は、署管理

者も立ち会うなどにより確実な引継ぎを行うこと。 

３ 局による指導調整 

特別司法監督官（以下「特司監」という。）が配置された都道府県労働局労働基準

部監督課（以下「局監督課」という。）においては、少なくとも上記１(2)の初動捜

査の２週間経過後、その後は１か月経過ごとに、特司監による進捗状況と捜査上の

問題点の確認及び問題が認められた場合の個別の指導を実施すること。また、指導



 

 

した内容及び処理経過について、別添２の事件指導簿を活用する等により履歴を記

録しておくこと。 

なお、特司監が配置されていない局監督課においてもこれに準じた対応を行うこ

と。 

４ 処理期間の把握と分析 

署は、送致した安衛法違反事件について、事件ごとの捜査着手から送致までの期

間及び長期化した事件についてはその問題点等を常に把握しておくこと。 

また、局監督課は、各署が送致した安衛法違反事件について、捜査着手から送致

までの期間の平均及びその推移などを定期的（目安として半期ごと）に把握し、長

期化している場合には、その原因を分析するとともに、既に講じている迅速化に係

る取組の実効性を検証し、取組が不十分であると認められる場合は、その内容を見

直し、更なる迅速化のために必要な措置を講ずること。 

５ その他 

  上記以外の事件においても、上記に準じ、司法処理の迅速化のための取組に努め

ること。 


